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1 現行 水道        実現方策の評価結果一覧表 

① ホームページの充実
  客様     応     引 続     制度 意見箱 活用    未達成 見直 
・ホームページの充実を図り、お客様に必要な情報を提供します。 達成 継続

② 料金収納方法 検討
  客様 利便性向上            収納  支払 方法について検討しま
す。 達成 継続 

③ 水質検査体制の充実
 本町 水源水質 対応  浄水処理 確実         必要 応  水質検
査計画に新たな検査項目を追加します。 達成 継続 

④ 末端監視局の導入
 給水水質 圧力 常時監視    中期的 事業   末端水質自動監視装置
の設置をおこないます。 未達成 見直 

⑤ 直結給水の拡大
 直結給水 対応可能 給水圧力 確保       細  圧力制御      
いきます。 未達成 継続 

・また、引き続き貯水槽水道の設置者への指導、助言をおこないます。 達成 継続
⑥ 自己水源 適切 維持 管理
 短期的 事業    老朽化 著  第７水源    水源及 取水    改修
工事をおこないます。 達成 完了

⑦ 老朽施設 管路 計画的更新
 第１浄水場      劣化 伴 給水水質  影響 心配    過砂 交換
工事を、短期的な事業としておこないます。 達成 完了

 第２浄水場      劣化 伴 給水水質  影響 心配    過砂 交換
工事 及 耐用年数 超過   早急 対応 必要 配水    更新工事  
短期的な事業としておこないます。 

達成 完了

 石綿    管等 老朽配水管路      土地区画整理 道路整備   公
共下水道工事  他 事業  調整         合理的  計画的 更新 
おこないます。 

達成 継続 

⑧ 基幹施設 管路 耐震化
・耐震化の必要な施設を抽出するため、短期的な事業として耐震診断を実施します。 未達成 継続

⑨ 相互応援体制の整備
 非常時 相互応援体制 整備    近隣事業体  連絡管    検討するとと
もに、地域防災計画など関連事業との調整をおこないます。 

一部
達成 継続 

⑩ 適切 施設規模 算定
 水需要 応  施設規模 算定        算定       老朽化 著  
第１浄水場については、渇水時等への対応を踏まえて、将来の必要性を検討しま
す。 

達成 継続 

⑪ 第２浄水場の改修
 第２浄水場      耐用年数 超過  設備     短期から長期    
全  更新工事        達成 継続 
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⑫ 配水管網の整備
・本町を二分する形で配置されている第２浄水場と宮東配水場を中心とした水運用
に対応するため、中期的な事業として、東武鉄道の横断に係る配水管布設工事をお
こないます。 

達成 継続 

⑬ 集中監視制御設備の設置
・中期的な事業として、宮東配水場への監視装置の設置をおこないます。 達成 完了

⑭ 包括的外部委託の検討
 包括的外部委託       経営 合理化    検討    達成 継続

⑮ 適正 料金体系 検討
 利用者 公平性 観点   口径別料金体系 導入 検討    達成 継続

⑯ 職員研修、訓練の検討
・事業運営に必要な技術の継承と向上のため、職員研修・訓練の強化、また専門職
員導入についても検討します。 達成 継続 

⑰ 老朽管 計画的更新
 井戸水  県水 受水   水源 移行    検討        達成 継続

 耐用年数 超過 老朽化  施設      適時更新        一部
達成 継続 

⑱ 環境配慮意識 向上
・公共工事における環境負荷の低減として、再生資材の活用や環境にやさしい物品の
購入（グリーン購入）を引き続きおこないます。 達成 継続 

・温室効果ガス削減のため、太陽光発電装置などのクリーンエネルギー導入の検討をお
こないます。 未達成 継続 

 公用車              燃料 導入 図       未達成 継続

達成17 一部達成2 未達成6   完了4 継続19 見直 2
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2 財政計画の試算条件 

2.1. 財源の試算条件 
収益的収入 

給水収益  実績  供給単価求  単価×有収水量推計値  算出       有収水量
推計値は、水需要予測に基づく数値を採用します（図 3.1 参照）。 

分担金  近年 道仏地区 区画整理   人口流入 影響 増加傾向        今後
 落 着  見        現状 基準 給水人口 連動  減少         

長期前受金戻入  既往 予定額  新  建設   水道施設 減価償却費    財源
 寄附金 補助金 工事負担金 分担金 及 受贈財産評価額 収益化     加  算
出    新規 長期前受金戻入  国庫補助金×償却率×（1－残存率） 算出    
   償却率 0.025（耐用年数 40 年 定額法 適用） 残存率 0.100（ただし、取得
価額の 95％まで償却）と設定します。 

資本的収入 

負担金  近年 実績 道仏地区 区画整理分        将来 計上          

企業債 建設改良費 伴       各年度    資金残高 企業債残高 考慮 個別 
起債比率 設定    起債比率  平成 31 年度から平成 33 年度  50％、平成 34 年
度  平成 38 年度までは 30％、平成 39 年度以降 10％と設定します。なお、企業債の償還
計算 年利率 0.5％、5 年据 置  償還期間 30 年 計算    

老朽管更新事業 適用可能 国庫補助金  現在  老朽管更新補助   重要給水施設
配水管（耐震化）         補助率 1/3       管路更新事業 上記     
補助対象 該当        国庫補助金  事業費 70％を対象額として、その 1/3 を財
源 見込    

2.2. 投資（資本的支出）の試算条件 
建設改良費  平準化  更新費用 消費税 加算  算定       消費税率  平成
30 年度   8％、平成 31 年度以降 10％と設定します。 

企業債償還金  旧企業債及 新規起債 係 元金償還額   旧企業債 企業債償還計
画 用  新規起債分 各年度 企業債借入額    計算    

固定資産購入費  量水器購入費 実績   今後 現状一定 見込    

第1浄水場を廃止する場合 

第 1 浄水場 係 導水管 建築 土木構造物 機器類 更新需要 見込          
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2.3. 経費（収益的支出）の試算条件 
人件費  浄水場維持管理 料金徴収事務   第三者委託   削減           
今後 現状 職員数及 人件費 見込      人件費 上昇率 考慮    

動力費  実績  年間給水量 対  動力費 単価 求  単価×給水量  算出    

薬品費は、実績の 95％を地下水分として地下水１m3 当  単価 算出  将来 取水量×
単価÷0.95 で算出します。 

配水給水費及 総係費    修繕費  実績  年間給水量 対  単価 求  単価×
給水量  算出    原水浄水費 給水量 係   一定程度必要であると判断し、今後も
現状一定 見込    

受水費  実績  受水費単価 求  単価×受水量  算出    

減価償却費  既往 予定額  新  建設改良   水道施設 減価償却費 加  算出
    新規 減価償却費  今後 各年度 事業費   構造物（建築 土木）   機械 
電気 計装  及  管路   分類  後      耐用年数 58年 16年 38年 設定  
残存価値 10％ 定額法   試算   （耐用年数 地方公営企業法施行規則別表第二
号で定義される水道の構築物又は機械及び装置を一体として償却する場合の設定を採用）。
ただし、償却は 95%  実施       償却年数 次年度 5％ 償却 行    

固定資産除却費  当該年度 建設改良費 5％を計上します。 

支払利息  旧起債 償還計画値 新起債 償還 係 利息 加算 算定       新
起債 利率 0.5％、5 年据 置  償還期間 30 年 計算    

物価上昇 影響 受      物価上昇率（1％/年 日本経済研究     中期経済予
測より）を考慮します。 

第1浄水場を廃止する場合 

第 1 浄水場 係 維持管理費（動力費 薬品費 修繕費） 平成 30 年度以降  見込 
ないこととします。 
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3 用語説明 

※1 アセットマネジメント 
資産管理   です 厚生労働省   平成 21 年 7 月に「水道事業におけるアセットマネジメント

（資産管理） 関  手引   策定 公表     手引    水道事業におけるアセットマネジメン
    水道     掲  持続可能 水道事業 実現      中長期的 視点 立  水道施
設        全体     効率的  効果的 水道施設 管理運営  体系化   実践活
動を指す」と定義しています。 

※2 経営戦略 
総務省 水道事業       地方公営企業 策定 求    中長期的 経営 基本計画

      水道事業 住民 日常生活 欠        重要      提供  役割 果   
    一方  保有  資産 老朽化 伴 大量更新期 到来 人口減少等 伴 料金収入 減
少等    経営環境 厳   増     不断 経営健全化 取組 求           中 
将来           提供 安定的 継続     可能       経営戦略  策定 求  
れています。 

※3 深井戸 
第一不透水層（主 岩盤）以下 水 取水   通常 30ｍ  深 井戸        。第一

不透水層以下 大  圧力     被圧水        地表 影響 受      水質 安定
しています。 

※4 受水 
水道事業者が、水道用水供給事業から浄水（水道用水）の供給を受けることをいいます。 

※5 ダクタイル鋳鉄管 
     鋳鉄  組織中 黒鉛 球状化      強靭性 耐食性 加工性等 優  特性 

発揮します。現在、ダクタイル鋳鉄管は、水道用管として広く用いられています。 

※6 硬質塩化ビニル管 
硬質塩化ビニル管は、耐薬品性に優れており、酸性土壌による腐食もないことから安価に布設するこ

とが可能です。 

※7 有収水量 
配水量    水道料金 収入    水 量   

※8 給水原価 
1 年間 有収水量 1m3当たりにかかる費用です。 

※9 供給単価 
1 年間 有収水量 1m3当たりに得られる収益です。 

※10 水質検査計画 
水道法施行規則第15条第6項（同規則第52条及び第54条において準用する場合を含む。）

では、水道事業者、水道用水供給事業者及び専用水道の設置者は、水質検査計画を策定すること
が求めら      水質検査計画 毎事業年度 開始前 策定        います（平成 16 年
度  施行      ） 
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※11 原水水質監視度 
原水における水質監視項目数を示したものです。 

※12 水質検査箇所密度 
給水区域面積 100km2     毎日水質検査 行    箇所数です。 

※13 直結給水 
配水管 水圧 利用  給水          

※14 貯水槽水道 
水道水     貯水槽 受  後 建物 利用者 飲 水   供給  施設 総称   貯水

槽 設置者 財産      管理 設置者   管理者 行           

※15 法定耐用年数 
地方公営企業法施行規則   定    減価償却積算 行    会計制度上 年数    

  法定耐用年数 超過    経年化資産     更新 対象   区分      

※16 コーホート要因法 
  基準年 男女年齢階級別人口 出発点        （同時出生集団）   仮定   

生残率 移動率 出生率及 出生性比 適用して将来人口を推計する方法です。 

※17 時系列傾向分析 
過去 時系列的 傾向 分析     将来 延長        行 推計方法   

※18 1日平均給水量 
年間 給水  実績水量 年間日数 除    です。 

※19 1日最大給水量 
1 年間 1 日給水量   最大   です。 

※20 生物処理 
微生物の働きによって原水中のアンモニア、藻類、カビ臭、鉄、マンガン、懸濁物質、陰イオン界面活

性剤   酸化 分解     浄化  処理方法   

※21 ダウンサイジング 
規模 小       意味  既存 水道施設 供給能力 小    更新  場合 複数  水

道施設 統廃合   水道施設全体 供給能力 小    場合   ます。 

※22 運搬給水 
災害などにより水道水が断水した場合において、給水車 車載用 給水    飲料水 運搬し、

避難所や主要施設及び病院等の重要施設へ給水する方法です。 
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4 平成29年度宮代町上水道事業経営審議会 

審議委員名簿 

会 長 折原 正英 
副 会 長 金子 賢一郎 
委 員 秋山 耕治  新井 健一  小林 成一 

柴田 玲子  戸室 美代子  松村 純也 
森 和助   横尾 幸次郎  横倉 哲夫 
芳住 邦雄 

審議の経過 
第１回上水道事業経営審議会  平成29年5月22日 
 ・委嘱状の交付 
・宮代町新水道ビジョンの策定について 
  客様意識調査（     ）    

9月定例会議会全員協議会  平成29年8月17日 
 ・宮代町新水道ビジョンの策定について 
・宮代町新水道ビジョン策定スケジュール 
  客様意識調査（     ）集計結果

第2回上水道事業経営審議会  平成29年8月22日 
  客様意識調査（     ） 結果報告    
・宮代町新水道ビジョン（案）第1章から第2章について 

第3回上水道事業経営審議会  平成29年10月24日 
 ・宮代町新水道ビジョン（案）第3章から第6章について 
 宮代町水道事業 基本理念    

12月定例会議会全員協議会  平成29年11月22日 
 ・宮代町新水道ビジョン（素案）について 

第4回上水道事業経営審議会  平成29年12月11日 
 ・宮代町新水道ビジョン（案）について 
 宮代町水道事業 基本理念    

パブリックコメント  平成30年1月5日 24日 
投稿   意見  

第5回上水道事業経営審議会  平成30年2月19日 
 ・宮代町新水道ビジョン（案）パブリックコメントの結果について  
・宮代町新水道ビジョンの総括について 

答申  平成30年3月8日 


